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要約
　近年、がん罹患者が増えると同時に、がん医学の進歩により、生存者（サバイバー）が着実
に増加している。一方で、がん治療中の患者や生存者が解雇・依願退職・自営廃業などに追い
詰められる厳しい実情がある。2016年以来、厚生労働省は「事業場における治療と職業生活
の両立支援のためのガイドライン」を公表するなど推進策を進めているが、その中で「社会保
険労務士やハローワークとの連携」などの社会資源の重要性が強調されている。がん診療拠点
病院のがん相談支援センターも、両立支援のために上記社会資源との連携を強化している。ま
た、労災病院では治療就労両立支援センターを設置し、治療就労両立支援モデル事業、予防医
療モデル事業などに取り組んでいる。これらの事業では、復職（両立支援）コーディネーター
を中心に、患者・家族、医療機関、企業の 3 者を繋いで支援を行っている。医療・福祉・心
理に関わる対人支援職は、患者（就労者）を中心として多職種（特に、社会保険労務士を含む）
と密に連携し、ハローワーク（就職支援ナビゲーター）、がん相談支援センター、地域就労支
援センター（求職）、年金事務所（年金問題）、労働基準監督署などの社会資源を活用して、が
ん治療と仕事の両立を図るべきであるが、先ず何よりも「がんに罹患したというだけで、患者
が早まって退職しないように」就労継続を勧めるべきことが最も大切であると考えられる。
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Ⅰ. はじめに
近年、がん罹患者が増えると同時に、が
ん医学の進歩により、がんは慢性疾患として
治療は長期化するものの、生存者（サバイ
バー）が着実に増加している。治療中の患者
や生存者が円滑に就労するための支援策が産
業現場で重要課題となっている。本稿では、
がん医療の現状とがん治療と仕事の両立につ
いて、問題点と方策を検討する。
Ⅱ. がん医療の現状
国立がん研究センター「がん登録・統計」
（2019）によると、日本人の 2 人に 1 人は
がんに罹患し、男性は 4 人に 1 人、女性は
7 人に 1 人ががんで亡くなっており、日本
人の死亡原因の第 1 位となっている（表 1 ）。
その一方で、がん医学の急速な進歩により、
5 年生存率は全がんの平均で62.1％と大幅
に改善しており（表 2 ）、特に前立腺がん・
皮膚がん・乳がん・甲状腺がんでは 5 年生
存率が90％以上であり（表 3 ）、がんは「不
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治の病」ではなくなっている。 
また、がん治療のための入院日数は比較
的短く（平均20日程度）、手術治療でも日帰
り手術（内視鏡手術）があり、さらに化学療
法（抗がん剤治療）や放射線療法は外来通院
で実施されることが多い。このように、がん
は長期間の通院治療が必要な慢性疾患の一つ
となっている。厚生労働省「がん患者の就労
や就労支援に関する現状」；「平成22年国民
生活基礎調査」を基に同省健康局にて特別集
計したもの（2010）によると、がん治療の
ために、仕事を持ちながら通院治療を継続し
ている者は32.5万人であり、近年はさらに
増加している。
表１　生涯でがんに罹患する確率
生涯がん罹患率 生涯がん死亡率
男性 62％（2人に1人） 25％（4人に1人）
女性 47％（2人に1人） 15％（7人に1人）
（国立がん研究センタ 「ーがん登録・統計」：2019年10月4日より引用）
表２　５年相対生存率
５年相対生存率
男性 59.1％
女性 66.0％
男女計 62.1％
（国立がん研究センタ 「ーがん登録・統計」：2019年10月4日より引用）
表３　５年相対生存率が高い疾患
５年相対生存率
前立腺がん/男性 97.5％
皮膚がん/男性 92.2％
皮膚がん/女性 92.5％
乳がん/女性 91.1％
甲状腺がん/女性 94.9％
（国立がん研究センタ 「ーがん登録・統計」：2019年10月4日より引用）
Ⅲ. がん治療と仕事の両立の実情
このようにがん治療が必ずしも「不治の
病」ではなく、長期の通院治療を要すること
から、「がん治療と仕事の両立」が患者にとっ
て重要な課題となっている。
図１　がん患者・経験者の就労問題
（厚生労働省がん研究助成金「がんの社会学」に関する合同研究班報告より引用）
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がん治療と仕事の両立について、山口らの
厚生労働省がん研究助成金「がんの社会学」
に関する合同研究班の「調査報告」（2004）
によると、がん治療中という理由で 4 ％の患
者が解雇、約30％の患者が依願退職、17％の
患者が自営廃業という厳しい実情となってい
た（図 1 ）。これらを是正するために、家族
だけでなく職場の上司・同僚も、がん治療の
現状を理解して、偏見や過剰な気遣いなく、
患者を受容し支援することが大切である。患
者自身も「がん＝仕事はできない」と即断せ
ずに、早々に依願退職などを考えず、できる
限り就労を継続するように考える事が大切で
ある。
Ⅳ. がん治療と仕事の両立支援に
向けた推進策
厚生労働省は、がん治療と仕事の両立支
援の取り組みを進めており、平成28年（2016
年） 2 月に「事業場における治療と職業生
活の両立支援のためのガイドライン」を公表
した。
このガイドラインでは、次のような手順が
示されている。①患者から主治医に勤務状況
を説明する。②主治医が就業可否意見書（ガ
イドラインに様式あり）を作成し、患者（労
働者）が事業者に提出する。③事業者は患者・
産業医と相談して、「サポートプラン（ガイド
ラインに両立支援プランあり）」を作成する。
「サポートプラン」の例としては、以下の
ようなものが示されている。①傷病休暇の設
定、②フレックス勤務、③時間単位での有給
取得、④短時間勤務、⑤在宅勤務、⑥試し出
勤、⑦マイカー勤務、⑧業務軽減、⑨配置転
換など。
さらに、平成30年（2018年）11月に厚生
労働省がん患者の就労継続及び職場復帰に資
する研究班により「がん罹患社員用就業規則
標準フォーマット」が策定されて、以下のよ
うな具体的対応策が示された。①通常の就業
規則に加えて、「がん罹患社員」専用のモデ
ル就業規則として運用。②がん患者社員から
の申請で開始。③社内の「両立支援担当」を
窓口に。④会社は「サポートプラン」を提示。
⑤がんの種類ごとに休職期間を設定。⑥復帰
後 1 年間は、 1 日 2 時間程度の勤務、テレ
ワーク、半日休暇や時間休暇、通院休暇、休
職が出た職場への人的支援などについての配
慮もする。である。なお、前述のガイドライ
ンでは、両立支援を進めるために「社会保険
労務士やハローワークとの連携」の重要性が
強調されている。社会保険労務士の本来の業
務は、事業場に対して労務関係の事務代行（労
働法規全般・労働保険・社会保険ほか）を行
い、勤労者に対しては年金（老齢・障害・遺
族）、社会保障制度の請求代行を行っている。
社会保険労務士が治療と仕事の両立支援
に関する相談事例として、「手術を受けるこ
とになったが、職場に有給休暇がない。」「正
社員ではないので、長期休暇が取れない。勤
務時間を減らすと、健康保険・厚生年金に加
入できなくなる。」「介護休暇制度がないので、
夫（がん患者）の介護のために長期休暇をと
れない。」「会社に病名を伝えたら、退職を勧
められないか不安だ。」「同僚に『がん治療』
について理解が得られるか不安だ。」などが
ある。これらの相談に対して、労働法規や労
務管理の実情を熟知している専門家として、
社会保険労務士が適切な助言を行う。
ハローワーク（公共職業安定所）の本来
の業務は、国民に安定した雇用機会を確保す
ることであるが、治療と仕事の両立支援にお
いては、就職支援ナビゲーターが専任相談員
として、患者の個々の希望や治療状況を踏ま
えた職業相談、職業紹介、就職後の職場定着
の支援などを行っている。就職支援ナビゲー
ターは2013年に全国 5 ヶ所で始まり、2016
年からは全国総てのハローワークに設置され
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ており、がん患者の再就職に関しても、「親
身に相談に乗ってもらえた」など満足度は高
い。これらの産業領域からの支援の一方、が
ん医療領域からの支援として全国約400 ヶ所
のがん診療拠点病院に「がん相談支援セン
ター」が設置され、社会福祉士（医療ソーシャ
ルワーカー）や看護師が福祉・医療に関する
助言を行っているが、就労（労働法規や労務
管理の実情）に関しては、専門家ではない。
このために、「がん相談支援センター」と就
労支援専門機関（社会保険労務士、ハロー
ワーク、地域就労支援センター、年金事務
所、労働基準監督署など）との密な連携が必
要とされている。例えば大阪府では、「がん
就労支援ホットライン事業」が大阪国際がん
センターと大阪府社会保険労務士会の間で協
定書が締結され、社会保険労務士の相談窓口
（定期的；週 1 回等）以外に、電話連絡によ
りがん相談支援センター（ソーシャル・ワー
カー）と社会保険労務士の間で緊密に連携す
ることが推進されている。
この「がん就労支援ホットライン事業」
の成果として、社会保障制度に関する問題
（障害年金、傷病手当、高額療養費制度など）、
就業規則に関する問題（有休、病気休暇、復
職など）、経済問題（賃金、生活保障など）
が迅速な解決が可能になっている。大阪国際
がんセンター以外の複数のがん診療拠点病院
にも「がん就労支援ホットライン事業」を拡
大してゆく予定となっている。厚生労働省の
労働施策を実施する全国各地の労災病院で
は、「治療就労両立支援センター」を設置し、
治療就労両立支援モデル事業、予防医療モデ
ル事業などに取り組んでいる。これらの事業
では、医療機関側から治療と就労の両立支援
について伝えて、患者の同意が得られた場合
に、復職（両立支援）コーディネーター（患
者の医療情報・職業情報等の収集・整理を行
う）を中心に、患者・家族、医療機関、企業
の 3 者を繋いで支援を行っている（図 2 ）。
国立がん研究センターがんサバイバーシッ
プ支援部長の高橋らの厚生労働省働く患者と
図２　両立支援コーディネーター
（独立行政法人労働者健康安全機構「労災病院等医学研究普及サイト」より引用）
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家族に向けた包括的就業支援システムの構築
に関する研究班による「企業（上司・同僚、
人事労務、事業主）のための『がん就労者』
支援マニュアル」（2013）では、「がん就労
者に対峙する人事の心得 5 ヶ条」として、「①
あわてないこと：多くの場合は、きちんとし
た配慮を行えば普通に働けます。②決めつけ
ないこと：よかれと思うことも、ありがた迷
惑になることもあります。③聴くこと：本人
の希望する働き方に耳を傾けたうえで対応す
ることが望まれます。④調整すること：本人
と現場の調整、現場と関係部署との調整（ト
イレの整備など）。⑤ルールづくりをするこ
と：これらをもとに作成された公正なルール
は職場の働きやすさにつながります。」と述
べられている。また、患者側が職場で心掛け
るコミュニケーションのコツとして、「①支
援を待つのではなく引き出す ⇒誰でも何で
も使う。②治療計画と自分の病状を把握し、
職場で説明する ⇒そのためには医療者にし
つこく訊く（遠慮している場合ではない）。
③できることを大いにアピールする ⇒がん
になっても変わらない自分がいる。④配慮し
てほしいことを明確にする ⇒周りは却って
助かる。」の 4 項目を挙げている。
Ⅴ. がん治療と仕事の両立に関する
主な研究の動向
上述のⅠからⅣに関連する近年の主たる
研究の動向は、以下のように概説できる。
高橋（2015）は主治医の果たす役割に関
して、両立支援に関して主治医の果たす役割
は大きく、がん就労者の支援にあたって重要
なのは、主治医によるがん就労者自身のエン
パワーメントであると述べている。さらに、
がん就労者の環境は、医療機関、職場、地域
コミュニティのさまざまな条件に影響され
る。この 3 つのフィールドにまたがる唯一
の存在はがん就労者（患者）本人であり、本
人が自らの医学的状況をよく理解し、自分の
支援者や活用できる地域のリソースを知るこ
とができれば、必要な支援を職場から引き出
していくことができる。入院や外来受診はが
ん就労者や家族に向けたアクションの好機で
あり、主治医からがん就労者に向けた病状や
治療計画のわかりやすい説明は、本人の状況
理解を助けて説明力や対応力の向上に役立
つ。また主治医と職場関係者との円滑な情報
共有も課題であると指摘している。
八巻（2018）は近年のがんの治療と仕事
の両立からみた政府主導「働き方改革」の関
連について、働き方改革の流れを汲むことで、
病と共に生きる人の社会への十全な参加に繋
がるとすれば、それは望ましい方向であると
述べている。しかしながら、その影響が一部
の能力や環境に恵まれた人だけのものに留ま
り、新たな格差が生まれることを懸念される
と考察している。
遠藤（2019）は日本で初めてのがん患者
の就労に関する大規模コホート研究（1,278
名のがん患者を12年間追跡）を行い、がん
罹患社員が病休となった場合、フルタイムで
復職するまでに要する療養日数はがん全体で
201日（約 6 か月半）であり、病休日数はが
ん種別で大きな差異を認めた。病休開始日か
ら 6 か月、12 か月までのフルタイム勤務で
の復職率はそれぞれ47.1％、62.3％であっ
た。復職後の 5 年勤務継続率は51.1％であ
り、復職後の再病休が復職日から 2 年間に
集中していたことから、復職後 2 年間がが
ん治療と就労の両立上、最も重要な時期であ
ることが示唆された。
Ⅵ. おわりに
以上、がん治療と仕事の両立支援の現況
について概説したが、医療・福祉・心理に関
わる対人支援職は、患者（就労者）を中心と
して多職種（特に、社会保険労務士を含む）
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と密に連携し、ハローワーク（就職支援ナビ
ゲーター）、がん相談支援センター、地域就
労支援センター（求職）、年金事務所（年金
問題）、労働基準監督署などの社会資源を活
用して、がん治療と仕事の両立を図るべきで
あるが、先ず何よりも「がんに罹患したとい
うだけで、患者が早まって退職しないように」
就労継続を勧めるべきことが最も大切である
と考えられる。
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